
予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

更なる見直し、改善が必要
（効率化）

総事業費(執行ベース) 262 189 180

補
　
記

262 189 180

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

○　毎年度の地方財政決算情報管理システムの保守、システム改修の契約の際には、作業スケジュールの提出等仕
様書に定められた業務を行える業者を公募し契約を行っている。
○　地方公共団体からのデータをLGWANを通じて行っているため、回線使用料を支払っている。
○　「地方財政の状況」のほか、決算状況調や地方公営企業決算の概況等を作成したうえで、総務省ホームページで
公表している。

見直しの
余地

　地方財政の状況を住民等にわかりやすく説明するため、全都道府県の全市町村の「財政比較分析表」「歳出比較分
析表」「財政状況等一覧表」等を地方財政決算情報管理システムにより作成し、総務省HPで公表している。複雑で情報
量の多い地方財政情報について、よりわかりやすいく公表するための改善に取り組むことで、費用対効果を高めてい
く。
　また、契約方法について、現在公募を行っているものの、結果として応募が１者となっている状況に鑑み、さらなる競
争性を確保するため、仕様書の見直しなどにより複数の事業者の参入を促進し、経費の削減に努める。

23年度要求

予算額(補正後） 276 233 198 224 208

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○　地方公共団体を対象とする地方財政状況調査、公共施設状況調査及び地方公営企業を対象とする地方公営企業
決算状況調査を電子化し、「地方財政の状況」（地方財政白書）、「地方公営企業決算の概況」ほか各種統計資料の作
成等、国・地方公共団体双方の業務の効率化を図るとともに、国民との情報の共有化を図る。

実施状況
○国、地方公共団体が広く活用できるようオンライン化を図り、平成17年度からは全ての都道府県及び市町村との間で
総合行政ネットワーク（LGWAN）を活用し、本システムを運用している。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 94.9% 81.1% 90.9%

執行額

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

○　地方財政決算情報管理システムを運用するもの
○　地方財政決算情報管理システムで集めた数値を用いて下記の業務を行う
　・　「地方財政の状況」（地方財政白書）を作成し、地方財政法第30条の２の規定に基づき、国会へ報告
　・　地方公共団体の財政運営に対する助言等を行うための資料作成
　・　地方公営企業に対する経営の助言等を行うための資料作成
○　地方公共団体等の財政状況等を国民にわかりやく公表すること

担当部局庁 自治財政局 担当課室
公営企業課
財務調査課

公営企業課長　上杉　耕二
財務調査課長　飯島　義雄

会計区分 一般会計 上位政策 電子政府・電子自治体推進費

事業番号 0032-9

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 総務省)

予算事業名
地方行政情報化推進に必要な経費（うち地方財
政決算情報管理システム運営等経費）

事業開始
年度

平成13年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

総務省設置法第４条
地方自治法第252条の17の５第１項及び第２項
地方財政法第30条の２

関係する計
画、通知等



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総

務

省

Ａ．（株）日立製作所

Ｂ．（財）地方自治情報センター

Ｃ．ＮＴＴ東日本

１６７百万円

・システム保守等

４百万円

・ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ回線使用料

７百万円

・専用回線メトロイーサ使用料

［随意契約（少額）］

・地方公営企業決算状況調査表作成要

領等印刷製本費用

Ｄ．（株）丸井工文社

１百万円

［随意契約］

［随意契約］

［公募］（１者応札）

１
８
０
百
万
円



計 1 計 0

印刷製本費 地方公営企業決算状況調査表作成要領等 1

Ｄ．（株）丸井工文社 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 0

通信料 専用回線メトロイーサ使用料 7

Ｃ．ＮＴＴ東日本 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0

通信料 ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ回線使用料 4

Ｂ．地方自治情報センター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 168 計 0

ｼｽﾃﾑ保守、ヘルプデスク等 56

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ａ．（株）日立製作所 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

システム改修
費 電子調査表ｼｽﾃﾑ改修等 104

消費税額 消費税 8

保守費
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